
お申込み方法  申込締切日２０１３年３月１日（金）１７：００まで 
「ＦＡＸ申込書」は、裏面にございます。また、事前質問も受付しておりますので、お気軽にご相談ください。 

●日時      ：  2013年3月7日（木） 
              受付開始13：40～  

                 14：00～16：30 ※セミナー終了後個別相談会あり（1法人5～10分程度）          

●会場      ：  日本電子計算機 株式会社      本社７階 セミナールーム 

●講師      ：  公益情報システム株式会社  松本 啓（まつもと ひらく） 
●定員      ：  1法人2名様まで 

●主催      ：  日本電子計算機株式会社 

●協賛      ：  公益情報システム株式会社 

●お問い合わせ ：  営業推進部 セミナー担当：鈴木、澤谷 

             ＴＥＬ：03-3216-3978   ＦＡＸ：03-3216-3133 
 

・一般法人だと自由な運営ができる？ 

 一般法人でも法人法に沿った運営は必要です。運営に必要な法令をピックアップ解説。 
 

・移行登記前後の予算書・決算書の様式は？ 

 16年基準から20年基準への切り替えのタイミングを時系列で解説。 
 

・やっぱり公益法人の情報公開は事務負担が増える？ 

 備置きに必要な書類、公開が必要な書類を漏れなくチェック。 
 

・新役員の任期はいつまで？ 

 移行登記前後の役員任期の計算方法、よくある間違いを徹底解説。 
 

・最初の定時社員総会、評議員会の注意点は？ 

 毎年の定期提出書類の作成と合わせたモデルスケジュールを紹介。 

 

 

      参加費 無料 
新制度移行後の法人運営実務解説セミナー 新制度移行後の法人運営実務解説セミナー 

セミナーの概要 

【移行後も大変？？】 

移行認定申請・認可申請共に難解な書類の作成を求められた今回の公益法人制度改革。 

制度開始当初から全国的に申請件数は伸び悩んでいましたが、ここにきて申請件数も 

伸びてきました（2013/1・申請件数17452件、約84%）。 

現在、申請作業を終えて一段落、という担当者様も多いのではないでしょうか。 

しかし、一段落したのもつかの間、すでに移行した法人では公益3法に沿った運営が必要なため、 

様々な疑問や混乱も生じてきているのも事実です。 

今回は特に25/4/1移行予定の法人様に焦点を当て、旧制度からの変更点、誤解しがちな事項等を 

最新の情報を織り交ぜてわかりやすく解説いたします。 

また、時間のゆるす限り個別相談会も予定しています。 

日程＆お問い合わせ 



下記の【個人情報の取扱いについて】に同意の上、ご記入をお願いいたします。 

  

 ■新制度移行後の法人運営実務セミナー申込  

       ＦＡＸ： 03-3216-3133 

セミナー会場 
へのご案内 

住所：東京都千代田区丸の内３－４－１  
新国際ビル７階   
アクセス：①ＪＲ有楽町駅より徒歩２分 
           ②東京メトロ有楽町駅 Ｄ３出口より徒歩１分 

申込締切日２０１３年３月１日（金）※先着順とさせていただきますので返信はお早めに。 

        

日本電子計算機㈱ 
本社７Ｆ セミナールーム  

項目

貴法人名

ＴＥＬ

ＦＡＸ

事前質問
記入欄

所属部署・役職名 ご氏名 メールアドレス

記入欄

【個人情報の取り扱いについて】 
日本電子計算機株式会社 
当社は、個人情報保護の重要性を認識し、セミナーの開催にあたって、ご記入、ご提出いただく個人情報を下記の通り、責任を持って取り扱います。これらの内容を十分にご理解の上、皆様の意思により、個人
情報を提供いただきますよう、お願い致します。なお、必要な個人情報のすべて、もしくは一部をご提供いただけない場合には、弊社の提供するサービスが受けられないことがありますので、あらかじめご了承くだ
さい。①個人情報の利用目的について 提供いただいた個人情報は、セミナーの開催、セミナーの申込業務及びセミナーのご案内、セミナーに関するアンケートの実施、サービスのご案内のために使用させていた
だき、それ以外の目的で利用することはありません。②個人情報の安全管理について 当社は、個人情報の漏えい、紛失等の事故を防止するため、社内の管理体制を整備し、物理的および技術的な安全管理措
置を講じています。あわせて役職員への個人情報の適切な取り扱いに関する教育を徹底しています。③第三者への個人情報の委託、開示・提供について 当社は、「①個人情報の利用目的について」に示す目
的遂行のために、申込者の氏名、所属、住所、電話番号、メールアドレスおよび事前質問を公益情報システム株式会社に対し電子メールにより提供する場合があります。その他公的機関の要請等に基づき開示
する場合を除き、本人の同意を得ずに第三者に情報を開示・提供することはありません。④ご本人からの個人情報の開示、訂正、削除の請求について ご記入いただいた皆様は、当社にご提供いただいた個人
情報の開示、訂正、削除を請求することができます。これらを希望される場合には、下記の個人情報担当窓口までご連絡ください。ご本人であることを確認させていただいたうえで対応させていただきます。なお
、ご本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある 場合や法令に違反する場合等、これらに対応できない場合がありますので、あらかじめご了承ください。⑤個人情報保護管理
者 日本電子計算機株式会社 専務取締役 
⑥個人情報保護に関するお問い合わせ先 個人情報担当窓口（総務部総務課） TEL：03-3216-3890 お問い合わせ時間：月曜～金曜９時～17時 


